
南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

利用者負担額等に関する条例を制定する概要について

1,子ども子育て支援新制度における利用者負担額設定の必要性
新制度における利用者負担額は、世帯所得の状況、現行の幼稚園授業料や

保育園保育料の利用者負担額の水準や国が定める利用者負担上限額を勘案し

ながら設定するものである。

そして、最終的な利用者負担額は、国が定める水準を上限として、南相馬

市が定める必要がある。

2.制定等の内容
「南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等

⌒    に関する条例 (資料 4)」 を新たに制定する。

3.幼稚園・保育園 (所)の利用者負担額の変更点
利用者負担月額 (現行) 利用者負担月額 (新制度)

幼稚園

公 立

市町村が定める額

(一律 4,500円ノ月)

※入園料は徴収していない

国の基準額を上限に利用世

帯の市民税 (所得割)額の状

況により市が定める。

(0円γ15,000円ノ月 )

私 立

各幼稚園が定める額

(14,980円 ～17,000円ノ月)

※入園料は別に徴収する

国の基準額を上限に利用世

帯の市民税 (所得割)額の状

況により市が定める。

(0円～15,000円ノ月 )

※新制度に移行する幼稚園

授業料のみ定める。

保育園

公 立
国の基準額を上限に利用世

帯の所得額の状況により市

が定める額

(0円～48,500円ノ月 )

国の基準額を上限に利用世

帯の市民税 (所得割)額の状

況により市が定める。

(0円～48,500円ノ月)
私 立

4。 幼稚園・保育園 (所)への財政措置の変更点

財政措置 (現行 ) 財政措置 (新制度)

幼稚園

公立 無し (一般財源 ) 無し (一般財源 )

私 立

・私学助成金 (国

・就園奨励費 (国

・振興事業補助金

県

市

市

・施設型給付費 (国・県・市)

※新制度に移行する幼稚園

のみ (私学助成金や就園奨

励費は措置されない。)
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‐礎‐一暉
保育園

無し (一般財源 ) 無し (一般財源 )

・保育所運営費 (国・県 ,市) ・施設型給付費 (国・県・市)

C認定こども園、幼稚園及び保育園を通じた共通の給付である「施設型給付費」
を創設し、教育保育を一体的な制度とし、総合的に推進していく。

5.利用者負担額と財政措置の関係 (例 )

1

0.9

08

0.7

06

0_5

0_4

0.3

02

0.1

0

施設への給付額

ヨ国・県・市財政措置

上゙限負担額

国市町村設定負担額

⌒

6。 南相馬市における利用者負担額の考え方

○幼稚園 (1号認定)の利用者負担額
・新制度のもとでは、1号認定の利用者負担額は、公立・私立の区別なく統一

する。ただし、公立幼稚園在園者の中で利用者負担額が高くなった場合、

激変緩和措置を2年間講じる。
・現在の私立幼稚園授業料額を上限に、実際支払つている授業料から幼稚園

就園奨励費 (入園料含む)を差し引いて設定した。
・応能負担の考えから低所得階層は現行より減額、高所得者階層は一部増額

する。

○保育所 (2号認定 03号認定)の利用者負担額
・現行の保育料を上限額とした。

・保育短時間は、国設定と同様に保育標準時間の▲1.7%の減額とした。

7. 力むイ子|ヨ

子ども子育て支援新制度が平成 27年 4月 に導入となり、利用者負担額を同
年4月 から徴収するため、平成 27年 4月 1日 とする。
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保育認定 め 号認定 03歳以上児)の利用者負担額 (案 ) 資料 1

①保育園の利用者負担額は、現在所得税額に基づき階層区分を設定しているが、新制度になると市民税額を基に階層区分を設定す
ることとなる。

②保育短時間の利用者負担額は、国同様、保育標準時間の利用者負担額の▲1.7%に設定した。

③推定年収は、国同様、夫婦共働きと子供 2人世帯の大まかな目安で設定している。

ｌ
ω
ｉ

市の保育料 (現行 ) 国が設定した負担上限額 (新制度 ) 市の保育料 (新制度)

階層区分
徴収月額

()は 3歳児月額
階層区分

徴収月額
階層区分

徴収月額 推定

年収標準時間 短時間 標準時間 短時間

①生活保護世帯 0 (0) ①生活保護世帯 0 0 ①生活保護世帯 0 0

②市民税非課税世帯 2,400 (21400) ②市民税非課税世帯 6.000 6,000 ②市民税非課税世帯 2,400 2,400

③均等割額のみの世帯 9,100 (9,100)
③所得割課税額

48,600円未満
16,500 16,300

③均等割額のみ 9,100 8,900

④所得割のある世帯 12,200 (12,200)
④所得割課税額

61,000円未満
12,200 12.000

～370

万円

⑤所得税額

20,000円未満の世帯 17,500 (17]500)

④所得割課税額

97,000円 未満
27,000 26,600

⑤所得割課税額

61,000円以上

73,000円未満の世帯

17,500 17,200

370万円

404万円

⑥所得税額

20:000円 以上

40,000円 未満の世帯

21,600 (21,600)

⑥所得割課税額

73:000円以上

97,00Q円未満の世帯

21,600 211200

404万円

470万円

⑦所得税額

40,000F]"史」ヒ

70,000円未満の世帯

22,630 (27,560)

⑤所得割課税額

169,000円未満
411500 40,900

⑦所得割課税額

97,000円以上

133,000円 未満の世帯

22,630 22,200

470万円

557万円

③所得税額

70,000F]"ス」ヒ

103=000円未満の世帯

22,630 (27,560)

③所得割課税額

133,000円以上

169,000円未満の世帯

22,630 22,200

557万円

643万 F]・



⑨所得税額

103,000F]厖共」L

413,000円 未満の世帯

22,630 (27,560)
⑥所得割課税額

301,000円未満
58,000 57,100

⑨所得割課税額

169,000円以上

301,000円未満の世帯

22,630 22,200

643万円

934万円

⑩所得税額

413,000円 以上の世帯
22,630 (27,560)

⑩所得割課税額

301,000円以上の世帯
27,560 27,000

934万円

ｌ

一

１

ヽ

ノ

ヽ
ノ



―
一
―

保育認定 tと 号認定 03歳未満児)の利用者負2額 (案 )

市の保育料 (現行) 国が設定した負担上限額 (新制度) 市の保育料 (新制度)

階層区分 徴収月額 階層区分
徴収月額

階層区分
徴収月額 推定

年収標準時間 短時間 標準時間 短時間

①生活保護世帯 0 ①生活保護世帯 0 0 ①生活保護世帯 0 0

②市民税非課税世帯 3,600 ②市民税非課税世帯 9,000 9,000 ②市民税非課税世帯 3,600 3.600

③均等割額のみの世帯 13,400
③所得割課税額

481600円未満
19,500 19,300

③均等割額のみ 13,400 13,100

④所得割のある世帯 15,600
④所得割課税額

61,000円未満
15,600 15,300

-370

万円

⑤所得税額

20,000円未満の世帯 21,300

④所得割課税額

97,000円 未満
30,000 29,600

⑤所得割課税額

61,000円以上

73,000円 未満の世帯

21,300 20,900

370万円

404万円

⑥所得税額

20,000Fヨ

"共

二L

40,000円 未満の世帯

24,000

⑥所得割課税額

73,000円以上

97,000円未満の世帯

24,000 23=500

欄 4万円

470万円

⑦所得税額

40,000円 以_ヒ

70,000円未満の世帯

35,600

⑤所得割課税額

169,000円 未満
44,500 43,900

⑦所得割課税額

97,000円以上

133,000円 未満の世帯

35,600 34=900

470万円

557万円

③所得税額

70,000円 以…L

103,000円未満の世帯

35,600

③所得割課税額

1331000円以上

169,000円未満の世帯

35,600 34,900

557万円

643万円

⑨所得税額

103,000F]"共 :L

413,000円 未満の世帯

44,500
⑥所得割課税額

301,000円未満
61,000 60=100

⑨所得割課税額

169,000円以上

301,000円未満の世帯

44=500 43,700

643万円

934万円

⑩所得税額

413,000円 以上の世帯
48,500

⑩所得割課税額

301,000円以上の世帯
48,500 47,600

934万円



教育標準時間認定 (1号認定)の利用者負担額 (案)
資料 2

①新制度における利用者負担額は、国で定める基準を限度として市が定める。

②国は、現行の利用者負担の水準を基本として設定した。実際の保育料等の

全国平均値から幼稚園就園奨励費の単価を差引いて設定している。

③推定年収は、国同様夫婦 (片働き)と子供 2人世帯の大まかな目安で設定し

ている。

<参考>平成 26年度市内私立幼稚園授業料

⌒

⌒

国が定める利用者上限負担額 (円 ) 市が定める利用者負担額 (円 )
推定年収

階層区分 徴収月額 階層区分 徴収月額

①生活保護世帯 0 ①生活保護世帯 0

②市民税非課税世帯 3,000 ②市民税非課税世帯 11000 才

③所得割課税額

77,100円 以下の世帯
16,100

③均等割額のみ 3,500

④所得割課税額

40,000円 以下の世帯
4,500 ～200万円

⑤所得割課税額

40,001円 以上

60,000円 以下の世帯

6,800
200万円

～257万円

⑥所得割課税額

60,001円 以上

77,100円 以下の世帯

9,000
257万円

～360万円

④所得割課税額

211,200円 以下の世帯
20,500

⑦所得割課税額

77,101円 以上

122,000円 以下の世帯

10,000
360万円

～420万円

③所得割課税額

122,001 円以上

173,000円 以下の世帯

11,000
420万円

～540万円

⑨所得割課税額

173,001円 以上

211,200円以下の世帯

12,000
540万円

～680万円

⑤所得割課税額

2111201円 以上の世帯
25.700
⑩所得割課税額

211,201円 以上の世帯
15,000 680万円～

幼稚園名 一料
．
園
一

ス
一
満

'歳
児 31歳児 4歳児 5歳児

青葉幼稚園 30,000 16,000 16,000 15,000 15,000

原町みなみ幼稚曰 25,000 14,980 14,980 14,980 14,980

さゆり幼稚園 30,000 17,000 16,000 15,000 15,000
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1号認定と2号認定の利用者負担額の比較

① l号認定 (幼稚園・ 3歳以上児)と 2号認定 (保育園 03歳以上児)では、
2号認定を長時間保育のため、高く設定している。

2号認定口3歳以上児(保育園) 1号認定・3歳以上児(幼稚園)

階層区分

徴収月額 (円 )

階層区分
徴収月額

(円 )標準時間 短時間

①生活保護世帯 0 0 ①生活保護世帯 0

②市民税非課税世帯 2,400 2,400 ②市民税非課税世帯 1,000

③均等割額のみの世帯 9,100 8,900 ③均等割額のみの世帯 3,500

④所得割課税額

61,000円未満の世帯
12,200 12,000

④所得割課税額

40,000円以下の世帯
4,500

⑤所得割課税額

40,001 Fヨ

"丈

」ヒ

60,000円 以下の世帯

6,800

⑤所得割課税額

61,000円 以上

73,000円 未満の世帯

17,500 17,200

⑥所得割課税額

60,001円 以上

77,100円 以下の世帯

9,000

⑥所得割課税額

731000R,ス」ヒ

971000円未満の世帯

21,600 21,200
⑦所得割課税額

77,101円 以上

122,000円 以下の世帯

10,000
⑦所得割課税額

97,000円 以上

133,000円 未満の世帯

22,630 22,200

③所得割課税額

133,000F]ル災」ヒ

169,000円未満の世帯

22,630 22,200

③所得割課税額

122=001円 以上

173,000円 以下の世帯

11,000

⑨所得割課税額

169,000円 以上

301,000円未満の世帯

22,630 22,200

⑨所得割課税額

1731001円 以上

211,200円以下の世帯

12!000

⑩所得割課税額

211,201円以上の世帯
15,000⑩所得割課税額

301,000円以上の世帯
27,560 27,000
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南相馬市条例第  号 資 料 3

南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の利用者負担額等 に関す る条例

(趣 旨 )

第 1条  この条例は、特定教育・ 保育施設及び特定地域型保育事業
の利用 に関 し利用者 が負担す る費用等に関 し必要 な事項 を定める

もの とす る。

(定 義 )

第 2条  この条例 における用語の意義 は、子 ども・子育て支援法

(平 成 24年 法律第 65号 。以下 「法」 とい う 。)及 び児童福祉

法 (昭 和 22年 法律第 164号 )に おいて使用す る用語 の例 によ

る。

(利 用者負担額 )

第 3条  特定教育 0保 育施設及び特定地域型保育事業 (以 下 「特定

教育・保育施設等 」 とい う 。)の 利用者負担額 (南 相馬市特定教

育・保 育施設及び特定地域型保 育事業の運営に関す る基準 を定 め

る条例 (平 成 26年 南相馬市条例第 26号 )第 13条 第 1項 及び

第 43条 第 1項 に規定す る利用者負担額 をい う。以下同 じ 。)は 、

別表第 1に よ り市長が決定 した額 とす る。

2 前項 の規定 にかかわ らず、月 の途 中において、入園 し、又は退

園 した場合 におけるその月 の利用者負担額は、次 の各号の区分 に

応 じ、 当該各号に定める計算式 によ り得 られた額 (そ の額 に 10

円未満 の端数 がある ときは、これ を切 り捨てた額 )と す る。

に1 1号 認定 を受 け、かつ、常態的 に土曜 日を閉園す る特定教
育・保育施設等 を利用 した子 ども

ア 月途中入園  当月利用者負担額 ×月途 中入園 日か らの開
園 日数 (20日 を超 える場合 は、 20日 )÷ 20日
イ 月途 中退園  当月利用者負担額 ×月途 中退園 日の前 日まで
の開園 日数 (20日 を超 える場合は、 20日 )÷ 20日

υ)2号 認定及び 3号認定 を受 けた子 ども及び 1号 認定を受 け、
常態的に土曜 日も開園す る特定教 育・保育施設等 を利用 した子

ども
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月途 中入園 当月利用者負担額 ×月途 中入園 日か らの開園
日数 (25日 を超 える場合 は、 25日 )÷ 25日
月途 中退園 当月利用者負担額 ×月途 中退 園 日の前 日まで
の開園 日数 (25日 を超 える場合 は、 25日 )+25日
(利 用者負担額の徴収 )

第 4条  市長 は、法附則第 6条 第 4項 の規定により、同条第 1項 に
規定す る特定保育所 (市 立保育園を除 く 。)に おいて施設 を利用
した子 どもの支給認 定保護者又 は扶養義務者 (以 下 「支給認定保

護者等」 とい う 。)か ら第 3条 第 1項 に定める利用者負担額 を徴
収す る。

2 市長は、市立幼稚 園 (南 相馬市幼稚園条例 (平 成 18年 南相馬
市条例第 186号 )別 表 に規定す る幼稚 園をい う。以下 同 じ 。)
及び市立保 育園 (南 相馬 市保育園条例 (平 成 18年 南相馬市条例
第 110号 )別 表 に規定す る保育園をい う。以下同じ 。)に おい
て施設 を利用 した子 どもの支給認定保護者等か ら第 3条 第 1項 に

定 める利用者負担額 を徴収す る。

(利 用者負担額の納付 )

第 5条  支給認定保護者等 は、利用者負担額 を利用 した月 の末 日ま
でに納 めなければな らない。

(利 用者負担額の通知 )

第 6条  市長 は、利用者負担額 を決定 した時、又はその額 を変更 し
た時は、当該支給認 定保護者等及び 当該支給認定保護者等が利用

す る特定教育・保育施設 (市 立幼稚 園及び市立保 育園を含む 。)

の設置者又 は特定地域型保育事業 を行 う者 に通知 しなければな ら

ない。

(利 用者負担額未納者 についての措置 )

第 7条  市長 は、第 5条 の規定による納入期限を過 ぎて もなお、利
用者負担額 を納入 しない ものに対 しては、施設 の利用 を停止す る

ことができる。

(利 用者負担額の減免 )

第 8条  市長 は、支給認定保護者等が災害その他やむを得 ない理由
によ りその負担すべ き利 用者負担額 を負担す ることが困難 と認 め

られ るときは、これ を減額 し、又は免 除す ることがで きる。

(利 用者負担額の還付 )
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・

３

第 9条  既 納 の利 用 者 負 担 額 は、 還 付 しな い 。 た だ し、 市 長 が 特 別
の 理 由 が あ る と認 め る とき は 、 そ の全 部 又 は一 部 を還 付 す る こ と

が で き る。

(委 任 )

第 10条  この条 例 に定 め る もの の ほ か 、 必 要 な事 項 は、 市 長 が 規

則 で 定 め る。

附  則
(施 行 期 日 )

1 この 条例 は 、 平 成 27年 4月 1日 か ら施 行 す る。

(利 用 者 負 担 額 の特 例 )

平成 27年 度 の第 3条 の利用者負担額 は、同条 の規定 にかかわ
らず、市内に住所 を有 し、特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業 を利用す る児童 に係
・
る利用者負担額 は無料 とす る。

平成 26年 度まで市立幼稚園 に入 園 していた園児の利用者負担
額が、別表第 1の に)に 掲 げる第 5階 層か ら第 10階 層 までに該
当 し、かつ、その市立幼稚園 を継続 して利用す る場合 は、第 3

条の規定 にかかわ らず 、平成 27年 4月 か ら平成 29年 3月 ま
での間は第 4階層 とす る。

(南 相馬市幼稚園条例の一部改正 )

南相 i馬 市幼稚園条例 の一部 を次のよ うに改正す る。

は}次 の表 中、改正前 の欄の下線又は大枠で表示 された部分
(以 下 「改正部分」 とい う 。)を 、改正後 の欄の改正部分 に

改 める。

け)次 の表 中、改正前 の欄 にのみ改正部分があるときは、 当該
改正前 の欄 の改正部分 を削 る。

(授 業 料 )

第 3条  授 業 料 は 、 月 額 4,500円 と

後改

…10-
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(委 任 )

第 3条  【略 】

附  則
1・ 2 【略 】

別表第 1(第 3条 関係 )
は)利 用者負担額徴収基準表

(委 任 )

第 5条  【略 】

附  則
2 【略 】

教育標準時間認定 (1号 認 定 )

１

　

３

一

無 料

(2)前 号 以 外 の 園 児 月 4額 4.500

円

(南 相馬 市幼稚園条例 の一部改正 に伴 う経過措置 )

5 この条例 による改正後 の南相馬市幼稚園条例の規定 は、平成 2
7年 4月 の利用者負担額か ら適用 し、同年 3月 分までの利用者負

担額 については、なお従前の例 による。
⌒

階層 区分 階層 の定 義
利用者負担額 (月

額・ 円 )

第 1階 層

生 活 保 護 法 (昭 和 25年 法 律 第

144号 )に よ る被 生活 保 護 世 帯

(単 給 世 帯含 む 。)及 び 中国 残

留 邦 人 等 の 円 滑 な帰 国 の促 進 並

び に永 住 帰 国 した 中国残 留 邦 人

等 及 び 特 定配 偶 者 の 自立 の支 援

0

皿  市 内 に 住 所 を 有 す る 園 児
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第 2階

に関す る法律 (平 成 6年 法律第

30号 ))に よる支援給付世帯 (以

下 「被生活保護世帯等 」 とい

う 。)

層
第 1階 層 を除 い た 市 民 税 非 課 税

世 帯
1, 000

層 均 等 割 額 のみ の世 帯 3, 5 0 0

層
所 得 割 課 税 額

40,000円 以 下 の世 帯
4, 500

層

所 得 割 課 税 額

40,001円 以 上

60,000円 以 下 の世 帯

6, 800

層

所 得 割 課 税 額

60,001円 以 上

77,100円 以 下 の世 帯

9, 000

層

層

所 得 割 課 税 額

77,101円 以 上

122,000円 以 下 の世 帯

10,000

所 得 割 課 税 額

122,001円 以 上

173,000円 以 下 の世 帯

11, 000

層

所 得 割 課 税 額

173,001円 以 上

211,200円 以 下 の世 帯

1 2,000

層
所 得 割 課 税 額

211,201円 以 上 の世 帯
15,000

第 3階

第 4階

第 5階

第 6階

第 7階

第 8階

第 9階

第 10階

(2)利 用者負担額徴収基準表  保 育認 定 (3歳 以上児 02号 認定 )

分

　

一
層

階層 の定義

利 用 者 負 担 額 (月 額・ 円 )

保育標準時間 保育短時間

被生活保護世帯等 0 0

層
第 1階 層 を除 い た 市

民 税 非 課 税 世 帯
2, 40 0 2, 4 0 0

⌒

⌒
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第 3階 層 均 等 割 額 の み の世 帯 9, 1 0 0 8, 9 0 0

第 4階層
所得割課税額

61,000円 未満 の世帯
12, 200 1 2, 0 0 0

第 5階 層
｀
所 得 割 課 税 額

61,000円 以 上

73,000円 未 満 の世 帯

17,500 17,200

第 6階 層

所 得 割 課 税 額

73,000円 以 上

97,000円 未 満 の世 帯

2 1, 600 21, 200

第 7階層

所 得 割 課 税 額

97,000円 以 上

133,000円 未 満 の世 帯

22, 630 22, 200

第 8階 層

所 得 割 課 税 額

133,000円 以 上

169,000円 未 満 の世 帯

22, 630 22, 200

第 9階層

所 得 割 課 税 額

169,000円 以 上

301,000円 未 満 の世 帯

22, 630 22, 200

第 10階 層
所 得 割 課 税 額

301,000円 以 上 の世 帯
27, 560 27, 000

に)利 用者負担額徴収基準表 保育認定 (3歳 未満児 03号認定 )

階層 区分 階層 の定義

利用者負担額 (月 額 0円 )

保育標準時間 保育短時間

第 1階 層 被 生 活 保 護 世 帯 等 0 0

第 2階層
第 1階層 を除いた市

民税非課税世 帯
3, 6 0 0 3, 6 0 0

第 3階 層 均 等 割 額 の み の世 帯 13,400 13, 100

第 4階層
所得割課税額

61,000円 未満 の世帯
15, 600 15, 300

第 5階層
所 得 割 課 税 額

61,000円 以 上
21, 300 20, 900
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73,000円 未 満 の世 帯

1所 得割課税額

第 6階 層 173,000円 以上
197,000円 未満 の世帯

24, 000 23, 500

第 7階 層
所 得 割 課 税 額

97,000円 以 上
133,000円 未 満 の世 帯

35, 600 34,900

1所 得割課税額

第 8階 層 1133,000円 以上
169,000円 未満 の世帯

35, 600 34,900

1所 得 割 課 税 額

第 9階 層 1169,000円 以 上
301,000円 未 満 の世 帯

44, 500 43,700

第 10階 層
1所 得 割 課 税 額
301,000円 以 上 の世 帯

48, 500 47,600

備考

1 この表 の第 3階 層 にお ける 「均等割 の額」 とは、地方税法 (昭
和 25年 法律第 226号 )第 292条 第 1項 第 1号 に規定す る均
等割の額 をいい、第 4階層か ら第 10階 層 までにおける 「所得割
の額」 とは、同項第 2号 に規定す る所得割 ,(こ の所得割 を計算す

る場合 には、同法第 314条 の 7及 び同法附則第 5条 第 2項 の規
定 は適用 しない もの とす る 。)の 額 をい う。
2 この表 の 「保 育標準時間」 「保育短時間」 とは、南相馬市子 ど
ものための教育・保育給付の支給認定基準に関す る条例第 4条 に

定 める E寺 間をい う。

3 この表の 「 3歳 未満児」 とは、保育 を利用 した年度の初 日の前
日 (以 下 「基準 日」 とい う 。)に おいて 3歳 に達 していない児童
をいい、 「3歳 以上児」 とは基準 日において 3歳 以上である子 ど

もをい う。ただ し、年度の途 中で 3歳 に達 した場合 は、その年度

中に限 り 3歳 未満児 とみなす。
4 児童 の属す る世帯が第 2階層及び第 3階 層 であつて次に掲げる
場合は、こ、の表 の規定にかかわ らず、それぞれ次表 に掲げる利用

者負担額 とす る。

ほ)母 子及び父子並び に寡婦福祉法 (昭 和 39年 法律第 129
号 )第 6条 第 6項 に規定す る配偶者 のない者 で現 に児童 を扶養

⌒

⌒
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してい るものの属す る世帯

(2)身 体障害者福祉法 (昭 和 24年 法律第 283号 )第 15条 の

規定 によ り身体障害者手帳の交付 を受 けている者 の属す る世帯

(3)厚 生労働大臣の定 める ところに よ り療育手帳の交付 を受 けて

いる者 の属す る世帯

14)精 神保健及び精神 障害者福祉 に関す る法律 (昭 和 25年 法律

第 123号 )第 45条 の規定によ り精神 障害者保健福祉手帳の

交付 を受 けている者 の属す る世帯

15)特 別児童扶養手当等 の支給 に関す る法律 (昭 和 39年 法律第
134号 )の 規定によ り特別児童扶養手 当の支給 を受 けている

者 の属す る世帯

(6)国 民年金法 (昭 和 34年 法律第 141号 )の 規定 によ り障害
基礎 年金 を受 けてい る者 の属す る世帯

(7)生 活保護法 に定める保護基準 に準 じ、生活 に困窮 してい ると

市長 が認 める世帯

階層 区分

利用者負担額 (月 額 `円 )

3歳 以上児 の場合 3歳 未満児 の場合

教 育標 準

時 間

保 育 標 準

時 間

保育短 時間 保育標準時

間

保 育短時間

第 2階 層 0 0 0 0 0

第 3階 層 2,500 8,100 7,900 12,400 12,100

5 同一世帯において満 3歳 か ら学校教育法 (昭 和 22年 法律第 2
6号 )第 1条 に規定す る小学校又は同法第 76条 第 1項 に規定す   ,
る特別支援学校の小学部の第 3学年までの範囲にある子 どもが、

複数人い る場合における別表第 1に )の 適用については、最年長の

子 どもか ら順に 2人 日以降の利用者負担額を無料 とす る。

6 同一世帯において小学校就学前の範囲にある子 どもが、複数人

同時に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を利用 してい

る場合 における別表第 l12)及 び 13}の 適用については、最年長の子

どもか ら順に 2人 日以降の利用者負担額を無料 とす る。

7 この表の利用者負担額 (月 額 )は 、 4月 か ら 8月 までは、前年

度の市民税額に基づいて算出 し、 9月 か ら 3月 までは、当該年度

の市民税額に基づいて算出す る。
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